

























































































































































































































































































































































































































































































































習得する説明的知識(第１～４時)＼各班が提案したまちづくり案(第５，６時)中心となる問い小 単 元 名時
各地方自治体はそれぞれの地域でそれぞれの課題を抱えている。その課題を
解決する手段として，首長や議会が中心となり，地方の政治を行っている。地
域の実情に合わせた条例は，その地域の課題の解決方法にもなっている。
地域の課題はど
のように解決し
ているのだろう
探
究
Ⅰ
五條市の政治の
しくみ１
地方公共団体が仕事を行うには，その財源が必要となる。歳入に見られる自
主財源や依存財源の割合の違いは，その地方公共団体がどれだけの規模の納税
者を抱えているのかという要因が大きい。五條市は人口が少ないということだけ
でなく，生産年齢人口が少ないということも地方税収入の減少につながっている。
なぜ，五條市は
地方税収入の割
合が少ないのだ
ろう
五條市の財政と
仕事２
直接請求権や住民投票によって住民の意思を表すことは，地方自治が実現さ
れるために必要なことである。住民の意思を表すためには，地方自治体からの
情報公開など，どのような地方自治が行われているのか，十分に住民に知らせ
ることも必須である。自分たちの地域のよりいっそうの自立のためにも，住民
ひとりひとりが自分たちの持っている権利を知り，行使できるように，その権
利は大切にされる必要がある。
なぜ，住民の権
利が大切にされ
るのだろう
地方の政治と住
民の権利
３
香芝市は大阪に近く，近鉄やＪＲ等の交通の便が良いため，宅地開発により
人口が増加した。流山市はマスメディアに取り上げられるほどの独自の子育て
政策を行っており，子育て世代の住みやすさの実現によって人口が増加した。
朝日町は東芝三重工場が建設され，企業誘致により雇用が確保されたため，人
口が増加した。
どのような理由
でまちの人口は
増加するのだろ
う
これからの地方
自治を考えよう
～人口が増える
地域の条件とは～４
○１班 「働く場所を増やそう！整えよう！」(企業誘致による働く場所の増加)
→ 既存の店などの待遇を良くしたり新しく工場，店，娯楽施設を誘致し
て働く場所を増やしたりして，五條市で働く人を増やすことで人口を確
保し，地域の活性化を図る。
○２班 「日本食で五條を元気に概」(企業誘致による働く場所の増加)
→ 既存のメーカーの協力を得て柿の葉寿司を生産する規模の大きい会
社を新たに建設する。特産品である柿の葉寿司をとおして五條市を宣伝す
るとともに，インターネットを利用して外国にもアピールする。また，興
味を持った外国人に働き手として五條に来てもらうことも期待できる。
○３班「災害を最小限に抑えるまちづくり」
(地域独自の行政施策による住みやすさの実現)
→ 最近，台風や地震が多く，安心な町にすることで住みやすくなる。各
世帯に避難用のバッグを１セット配布する。
○４班「教育環境の整備で住みやすさ実現」
(地域独自の行政施策による住みやすさの実現)
→ 保育園や小・中学校で進んでいない校舎のバリアフリー化を進める。
また，小・中学校と保育園を一体化し，保育園の受け入れ時間を早くし
夜遅くまで預かることで，親の負担を少なくする。
五條市のまちづ
くりを考えよう
探
究
Ⅱ
これからの地方
自治を考えよう
～五條市の地域
づくりについて
考えよう～
５
（
＋
課
外
）
住みやすい，住
み続けたい理想
の五條市とはど
のようなまちだ
ろう
これからの地方
自治を考えよう
～五條市の未来
を考えよう～
６
（東加奈「社会科（公民的分野）学習指導案」，奈良県中学校教科等研究会社会科部会『2013（平成25）年度研究大会要項』，
2013，pp.28-43および，東加奈「公開授業学習指導案」，2013年９月26日に添付の生徒作成資料をもとに筆者作成）
地方自治に関する社会事象間の因果関係をとらえ
る説明的知識の習得が行われている30）ことから，
その育成が図られている。これらの知識は，社会
がどのように形成され動いているのかを，地方自
治の視点から明らかにするために必要となるもの
である。授業でこれらの知識を習得するための問
いを解いていくことは，子ども自身が地方自治の
視点から社会をとらえる新たな枠組みを構築する
ことである。また，習得した説明的知識を活用し
て「探究Ⅱ」でまちづくり案を提案することによっ
て，構築した枠組みは発展するのである。
「思考力」の育成については，学習活動の中で
行っている主な思考の操作として，「比較」，「関
連付け」，「当てはめ」，「比較考量」があげられる。
第２時では，問題発見の場面での香芝市との「比
較」から五條市の歳入の特徴を考えさせたり，五
條市と香芝市の人口ピラミッドの「比較」と両市
の歳入のグラフとの「関連付け」に基づいて，生
産年齢人口と地方税収入の割合との間の因果関係
をとらえさせたりしている。第４時では，具体的
な事例をとおして生産年齢人口増加の三つの要因
について学習した後，五條市におけるニュータウ
ン開発や工業団地の建設に「当てはめ」させるこ
とによって，法則性を持つ形で子どもにとらえさ
せようとしている。第５時では，第４時で習得し
た説明的知識を，現状をふまえた上で五條市に「当
てはめ」て「比較考量」したうえで価値判断を行
わせ，まちづくり案を提案させている。
「問題解決力」の育成については，「探究Ⅰ」に
位置付く第１～４時は「問題発見－仮説設定－検
証」の学習過程によって構成されており，子ども
は問題解決のための科学的探究の方法を身につけ
ることができる。また，「探究Ⅱ」に位置付く第
５時では，「まちづくり案の作成という問題」を
解決するために，「探究Ⅰ」で習得した知識を使っ
て考え，自分たちの案に説得性をもたせる資料を
探したり選択したりする活動を行っている。この
学習は子どもにとって，まさに授業で学んだこと
が様々な問題解決に活用できることを明示的な形
で経験する機会になっている。
「他者と協働する力」については，班ごとに協
力しながら学習活動を展開する第５，６時を中心に
育成が図られている。資料１からは，立案する視
点や具体的な政策内容について，子どもたちが互
いに出した意見を検討しながらまちづくり案を作
成していったことが見て取れる。
４ 成果と課題
現代社会において人類が直面している複雑な問
題には正解がなく，しかも世界的な規模で発生し
ており，そのような問題の中には人類の存亡に関
わるものさえある。また，個人化が進み多様な生
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図２ 東実践におけるコンピテンシーの育成
（筆者作成）
き方が認められる現代社会では，どう生きること
が望ましいのかを絶えず自分に問いかけ，意志決
定を繰り返しながら生きていかなければならな
い。だからこそ，各個人がより良い社会とはどの
ようなものかを考え，互いに力を出し合って様々
な問題を解決しながら，それぞれがより良い人生
の実現を目指していく必要がある。そのための基
礎となるよう，コンピテンシーが育成されなけれ
ばならないのである。
しかし，スカーダマリア(Scardamalia,M.)らが
21世紀型スキルについて，新しいものではなく，
教育の中でのプライオリティとして新しい位置づ
けとなったと述べている31）ように，コンピテン
シーとは，知識基盤社会に移行して突然出現した
新しい資質や能力なのではない。これまでの教育
においても，意識されていたか否かは別として，
育成されてきた資質や能力なのである。そのこと
は，前項で示した実践からも明らかである。
奈須は，問題解決において領域固有の知識や技
能の習得と学習方法としての探究はどちらも不可
欠であり，両者を質的に充実させ，カリキュラム
の中で相補的かつ互恵的な関係をいかに確立する
かが重要であると述べている32）。社会科は，社会
認識形成をとおして市民的資質を育成することを
目的とする内容教科であり，概念探究型社会科は，
社会事象間の因果関係の探究による社会認識形成
を重視する社会科授業論である。しかし，「探究Ⅰ」
で教科固有の領域知識である説明的知識の習得に
よって社会認識を形成したうえで，「探究Ⅱ」で
習得した説明的知識を活用して問題解決を行うこ
とをとおして，概念探究型の社会科授業で，社会
認識形成を重視しながらコンピテンシーの育成も
図っていくことができる。そして，これこそが内
容教科である社会科におけるコンピテンシー育成
の姿であると考える。そのためには，社会科で育
成すべきコンピテンシーとは何かを明らかにした
うえで，それらを具体的な形で目標に明示して学
習活動の中に位置づけ，子どもが学ぶ過程も含め
―１５９―
資料１ 生徒が作成したまちづくり案の例
（生徒作成）
て評価していくことが必要なのである。
本研究の成果は，次の三点である。
① 社会科として育成すべきコンピテンシーにつ
いて，基礎的なリテラシー，認知スキル，社会
スキルの三つの枠組みから具体的な内容を明ら
かにしたこと。
② 「探究Ⅰ」・「探究Ⅱ」の学習過程からなる概
念探究型の社会科授業によってコンピテンシー
が育成できることを，理論と実践の両面から明
らかにしたこと。
③ 教科との結びつきが強い基礎的なリテラシー
の育成だけでなく，教科を超えた汎用的な能力
である認知スキルと社会スキルの育成において
も，「探究Ⅰ」の学習過程が重要な役割をもつ
ことを明らかにしたこと。
本研究の今後の課題は，社会科で育成したコン
ピテンシーの評価のあり方について考察するとと
もに，評価の具体的な手立てを明らかにすること
である。
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